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啓発・広報
心の輪を広げる体験作文・障害者週間啓発ポスター
募集事業
（障がい福祉課）

平成10年度 379
　障がい福祉について県民の理解と認識を深めるため、障がいをテーマとする体験作文やポスターの
募集、表彰を行う

身体障がい者保養所運営費
（障がい福祉課）

昭和53年度 32,577
　身体障がい者及びその家族に機能回復、健康の増進、レクリェーションの場として低廉な料金でサー
ビスを提供し、福祉の向上を図る

障がい者小規模作業所運営助成事業
（障がい福祉課）

昭和55年度 3,997

　就労困難な在宅障がい者のため生活訓練及び就労の場として設置される小規模作業所に対して運
営費の助成を行うことにより、在宅心身障がい者の福祉向上を図る。
　助成額：A型2,625千円、B型1,749千円、C型875千円、重度加算有
　助成先:市町村

知的障がい者コミュニティハウス援助事業
（障がい福祉課）

平成7年度 3,696
　食事提供等の生活援助体制を備えたコミュニティハウスでの生活を希望する知的障がい者に対し、
日常生活における援助を行うことにより、自立生活を促進する

心身障がい者地域福祉対策促進事業
（障がい福祉課）

平成10年度 9,949

①おむつ支給事業
　常時失禁状態にある寝たきり心身障がい者に対するおむつの支給を行っている市町村への助成
②人工透析患者通院交通費補助事業
　人工透析患者通院交通費補助を行っている市町村への助成

県営住宅の優遇措置
（建築住宅課）

平成10年度 －
　特定目的住宅への障がい者の優先入居（H10～）、その他特定目的住宅以外の住宅については公
開抽選における当選確率を一般の2倍とする（H13～）など、障がい者に対する優遇措置により入居を
支援する

障がい者スポーツ育成事業
（障がい福祉課）

平成13年度 6,430
　全国障がい者スポーツ大会に山形県選手団を派遣することなどにより、障がい者スポーツ普及振興
を図り、障がい者の積極的な社会参加を推進する

障がい者スポーツ普及振興事業
（障がい福祉課）

平成13年度 5,500
　障がい者のスポーツ振興の推進と障がい者の社会参加を促進するため、全国大会への参加支援や
障がい者スポーツ指導員等養成事業及び障がい者スポーツ普及拡大事業を実施し、障がい者スポー
ツの普及と競技力の向上を図る

生活環境
福祉のまちづくり推進事業
（地域福祉課）

平成9年度 3,090
　山形県みんなにやさしいまちづくり条例の啓発、推進を図るための推進指針の策定、条例に係る届
出審査事務の円滑な施行及び身体障がい者等用駐車施設利用制度の更なる周知活動などを実施す
る

障がい児保育事業
（子育て支援課）

昭和51年度 6,300 　児童館・へき地保育所における障がい児保育を支援する

障がい児受入推進事業
（子育て支援課）

平成12年度 283 　障がい児を受け入れている放課後児童クラブの運営を支援する

地域教育相談支援事業
（義務教育課）

平成9年度 5,715 　幼児発達相談専門員が就学前の障がいのある幼児と保護者に対して教育相談活動を行う

障がいのある子どもの発達相談事業
（義務教育課）

平成13年度 553
　障がいのある子どもの健やかな成長・発達を促すため、保護者や本人に対して早期からの教育・就
学相談を実施する

特別支援学校における医療的ケア支援事業
（義務教育課）

平成15年度 12,087
  医療的ケアが必要な児童生徒の教育権の保障及び付きそう保護者の負担軽減のために学校に看
護師を配置する

県民誰もが森と親しむ自然環境学習事業
（置賜総合支庁）

平成19年度 506
　在宅精神・知的障がい者の利用に配慮したプログラムを作成し、森林と触れ合う体験学習を実施す
る

山形県

生活支援

教育・育成

9



自治体名 施策分野
事業名

（所管課）
開始年度 予算額（千円） 概要

教育・育成
障がい者就業応援事業
（雇用労政課）

平成21年度 928
　障がい者の就業機会の拡大を推進するため、短期集中的に障がい者職業訓練等の受入先となる企
業開拓の体制を整備するとともに、障がい者受入れ企業のネットワーク化を図る

障がい者雇用促進事業
（雇用労政課）

平成19年度 141
　山形県障がい者就業支援会議を開催し、福祉・労働・教育部門が連携した障がい者雇用促進施策を
推進する

障がい者就労支援事業
（障がい福祉課）

平成18年度 31,726

 新製品の開発に対する助成を行なうとともに、共同受注の調整、新たな市場開拓を担う職員を配置す
る
　・アドバイザー派遣　　・活性化協議会
　・応援コーディネート　・販売機会拡大　・受注拡大

障がい者自立支援パワーアップ事業
（庄内総合支庁）

平成21年度 442

①職業訓練等の制度活用による就労支援
   障がい者の就労を支援するため、労働・教育･福祉関係者が連携し、インターンシップ制度等を活用
して就労の実現を図る
②工賃倍増計画の推進
　 ・地域にある大学との協働による市場調査を実施。その調査結果を施設へ還元。新たな授産商品
　　の開発改善に繋げていく事業を展開
　 ・授産商品販売会の合同開催支援
　 ・授産商品常設展示販売箇所の新規開拓支援

特別支援学校ステップアップ雇用事業
（義務教育課）

平成20年度 2,181
　重度障がいのある特別支援学校の卒業生や卒業予定者を特別支援学校で雇用し、働く意欲をより
一層高め、学校以外に就労（ステップアップ）できるように支援する

教師のゆとり創造・学校事務補助員配置事業
（高校教育課）

平成21年度 11,196
　県立高等学校に新規に軽度の知的障がい者及び軽度の身体障がい者を雇用し、印刷業務等教員
の補助的な業務をサポートする

重度心身障がい（児）者医療給付事業
（障がい福祉課）

昭和48年度 1,408,172 　重度心身障がい（児）者の医療を確保し、福祉の増進を図るため、医療費の自己負担分を助成する

心の健康づくり推進事業
（障がい福祉課）

平成16年度 2,208
　県民各層においてストレスが増大し、自殺者も増えている状況にあることから、専門の相談員による
「こころの健康相談ダイヤル」を設置し、県民の相談に応じる

情報・コミュ
ニケーション

聴覚障がい者情報支援事業 平成20年度 4,923 　聴覚障がい者向け情報機器の貸出しなどを行う

山形県

保健・医療

雇用・就業
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